予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童扶養手当法等運営費　　　
	事業名: 新児童扶養手当システム整備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　家庭支援係　電話番号：058-272-1111（内2639）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,162千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


· 要求の目的
離婚等により、ひとり親家庭で児童を監護養育する父又は母、あるいは養育者に対

し、児童扶養手当法に基づき手当を支給するための審査、処分のために必要な児童扶養手当システムを導入・運用します。

○　要求の理由

平成１０年度に県独自に設計開発した児童扶養手当台帳管理システムについて、これまでに施行された法令に合致していない軽微な部分や、平成２４年度に行われた大きな法令改正などに伴って抜本的なシステムの改修を行う必要があることから、別に更新時期を迎えた特別児扶養手当システムと併せた調達を行い、低コストでの導入を図ります。
· 要求する事業の内容
【委託業務】特別児童扶養手当／児童扶養手当システム導入・運用

【委託内容】パッケージシステムによる次期システムの導入、現行データ移行

【委託期間】開　　　発：平成２５年１０月から平成２６年３月（予定）

　　　　　　運用・保守：平成２６年度から平成３０年度（予定）
	２　所要経費


　　19,854千円（うち債務負担行為限度額（H26～H30）9,450千円）
＜按分率６：４＝障害福祉課（11,912千円）：子ども家庭課（7,942千円）＞

（１）分類別経費
	
	年度
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30
	合計

	一時経費
	ソフトウェア費用
	104
	
	
	
	
	
	104

	
	開発経費
	10,300
	
	
	
	
	
	10,300

	経常経費
	運用・保守費
	
	1,890
	1,890
	1,890
	1,890
	1,890
	9,450

	
	計（Ａ）
	10,404
	1,890
	1,890
	1,890
	1,890
	1,890
	19,854


（２）システム別経費
	年度
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30
	合計

	特別児童扶養手当システム

（Ａ　×　6/10）
	6,242
	1,134
	1,134
	1,134
	1,134
	1,134
	11,912

	児童扶養手当システム

（Ａ　×　4/10）
	4,162
	756
	756
	756
	756
	756
	7,942


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,162
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,162

	決定額
	4,162
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,162


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
現行の児童扶養手当台帳管理システムに替えて新たなシステムを平成２６年３月までに導入し、運用を開始します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　システムの導入（調達）・運用が目標であるため



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　－


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　－



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県内町村にお住まいの受給者の皆様からの各種申請又は届出に基づき児童扶養手当の支給をより確実に、より低コストで行うためには、現行法令に適合しない箇所が多くなった現行の児童扶養手当システムに替えて新たな児童扶養手当システムを導入し、運用していくことは必要不可欠です。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　現在使用しているシステムの開発時期が古く、軽微な改修を要する箇所や抜本的な改修を要する箇所が数多く累積しており、法令上必要な業務がシステム上で行えない状況となっています。この状況が続いた場合、手当額の計算に多くの時間を要することとなり、適正な支給事務に影響があります。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　新たな児童扶養手当システムを導入し、運用することで、児童扶養手当法に基づき、受給者の方からの各種の届出を受け付け、その情報を管理し、手当の支給を４月、８月及び１２月により円滑に行うことができるよう取り組んでいきます。　


